
う
こ
と
で
多
様
な
福
祉
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
、
と
い

っ
た
こ
と
が
一
部
で
行
わ
れ
て
き
た
。
ま
た
、
人
手

不
足
の
解
消
を
目
指
し
共
同
で
人
材
採
用
を
実
施
す

る
例
も
あ
っ
た
。
こ
う
し
た
複
数
法
人
に
よ
る
事
業

の
協
働
化
は
、
人
口
減
少
や
急
速
な
高
齢
化
、
地
域

社
会
の
脆
弱
化
等
を
背
景
と
し
て
い
る
も
の
で
あ
る

が
、
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
地
域
共
生

社
会
の
実
現
等
に
向
け
た
取
り
組
み
と
し
て
も
有
効

な
も
の
と
い
え
る
。

　

こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
希
望
す
る
法
人
が
、
経
営

の
協
働
化
や
大
規
模
化
に
取
り
組
み
や
す
く
な
る
よ

う
創
設
さ
れ
た
の
が
「
社
会
福
祉
連
携
推
進
法
人
制

度
」
で
あ
る
（
施
行
期
日
は
公
布
の
日
（
２
０
２
０

年
６
月
12
日
）
か
ら
２
年
を
超
え
な
い
範
囲
の
政
令

で
定
め
る
日
）。
た
だ
し
、
法
人
間
連
携
（
合
併
等

を
含
む
）
を
行
う
際
の
会
計
処
理
に
不
明
点
が
あ
っ

た
こ
と
か
ら
、同
制
度
の
創
設
を
含
む
改
正
法
案（
地

域
共
生
社
会
の
実
現
の
た
め
の
社
会
福
祉
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
案
）
の
国
会
提
出
前
か
ら
、
会

計
専
門
家
に
よ
る
「
社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
検
討

会
」
で
議
論
が
行
わ
れ
て
き
た
。

　

社
会
福
祉
法
人
会
計
の
基
準
に
つ
い
て
は
、
こ
れ

ま
で
別
掲
の
よ
う
に
改
正
さ
れ
て
き
た
が
、
同
検
討

会
で
は
今
回
、
社
会
福
祉
法
に
お
け
る
組
織
再
編
に

　社会福祉法人の経営基盤強化に向
けた連携等を促進するための「社会
福祉連携推進法人」の創設を含んだ
改正法（地域共生社会の実現のため
の社会福祉法等の一部を改正する法
律）が6月5日に可決・成立しまし
た。ただし、社会福祉法人が連携（合
併等を含む）を行う際の会計処理の
不明点については法案提出前から会
計専門家による「社会福祉法人会計
基準検討会」で議論が行われてきま
した。2020年２月２６日に同検
討会で示された「社会福祉法人会計
基準の一部を改正する省令（案）」
等の内容をみていきます。

社
会
福
祉
法
人
の

会
計
基
準
は
ど
う
変
わ
る
？

係
る
規
程
が
あ
る
部
分
の
会
計
処
理
（
社
会
福
祉
法

人
の
合
併
、事
業
譲
渡
等
の
会
計
処
理
）
に
つ
い
て
、

「
企
業
結
合
に
関
す
る
会
計
基
準
」
の
建
て
つ
け
を

「
企
業
結
合
に
関
す
る
会
計
基
準
」を
参
考
に

社
会
福
祉
法
人
の
会
計
基
準
を
策
定

　

社
会
福
祉
法
人
に
つ
い
て
は
、
公
益
性
・
非
営
利

性
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
行
わ
れ
た
２
０
１
６
（
平

成
28
）
年
の
社
会
福
祉
法
改
正
で
、
経
営
組
織
の
ガ

バ
ナ
ン
ス
強
化
、
事
業
運
営
の
透
明
性
向
上
、
財
務

規
律
の
強
化
、
地
域
に
お
け
る
公
益
的
な
取
り
組
み

の
実
施
等
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
な
か
で

も
、
地
域
に
お
け
る
公
益
的
な
取
り
組
み
に
つ
い
て

は
、
同
一
地
域
の
法
人
同
士
が
連
携
し
て
事
業
を
行
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特集特集

（別掲）社会福祉法人会計の基準の改正の経緯
　社会福祉法人会計の基準は、社会福祉法人を取り巻く制度改正や利害関係者からの要
請等を受け、次のように改正されてきた。
◆�局長通知（旧基準　平成12年2月17日（社援第310号。大臣官房障害保健福祉部長、
社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）

　・会計単位を施設単位から法人単位に一本化し、法人制度共通の会計基準として定めた
　・この局長通知以外に施設種別等ごとのさまざまな会計ルールが併存し、事務処理が煩雑
　・�複数の会計ルールに準拠して法人全体の計算書類が作成されているため、法人全体の財
務状況の把握が困難であり、経営分析に活用できない

◆�局長通知（新基準　平成23年7月27日雇児発、社援発、老発第0727第１号厚生
労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）

　・事務の簡素化・効率化を目的とした施設等種別等ごとのさまざまな会計ルールを統一
　・「社会福祉法人会計基準検討委員会」（公認会計士により構成）が検討
　・�企業会計原則等、公益法人会計基準（平成 20 年 4 月策定）を参考にした、利害関係者
にわかりやすい会計処理および計算書類様式

　・平成 27 年度からすべての法人に移行を義務づけ
◆�省令（平成28年3月31日厚生労働省令第79号、最終改正平成31年3月29日
厚生労働省令）

　・社会福祉法人制度改革の一環として、省令に格上げし、基本的な枠組みを整理
※�その他、全国社会福祉協議会が作成した「新たな貸付制度の会計処理に関する基本的な考え方」、「社
協版モデル経理規程」が実務上参照されている。
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社
会
福
祉
法
人
の「
結
合
」は

「
統
合
」と「
取
得
」に
分
か
れ
る

　

社
会
福
祉
法
人
の
「
結
合
」
の
経
済
的
実
態
は
、

次
の
よ
う
に
定
義
し
て
い
る
。

　

こ
れ
に
基
づ
き
、
社
会
福
祉
法
人
の
「
取
得
」
と

「
統
合
」
の
判
定
基
準
を
、
次
の
よ
う
に
整
理
す
る

こ
と
を
提
案
し
て
い
る
。
な
お
、
会
計
処
理
イ
メ
ー

参
考
と
し
な
が
ら
、
結
合
に
関
す
る
会
計
基
準
を
策

定
し
て
い
る
。
な
お
、
組
織
再
編
（
合
併
、
事
業
譲

渡
等
）
が
行
わ
れ
る
と
複
数
の
組
織
が
１
つ
と
な
る

場
合
が
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
場
合
を
「
結
合
」
と
表

現
し
て
い
る
（
図
１
）。

　

ま
ず
は
、
同
検
討
会
で
示
さ
れ
た
会
計
処
理
の
前

提
事
項
、
個
別
の
論
点
等
を
み
て
み
よ
う
。

　

会
計
処
理
の
前
提
事
項
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と

お
り
と
な
っ
て
い
る
。

合
併

◦�

法
律
上
、社
会
福
祉
法
人
同
士
の
み
可
能
で
あ
る
。

◦�

社
会
福
祉
法
人
に
は
持
分
が
な
い
た
め
、
結
合
の

当
事
者
間
に
お
い
て
、
合
併
に
伴
っ
て
対
価
の
支

払
い
が
行
わ
れ
る
こ
と
は
な
い
。

◦�

包
括
承
継
と
な
る
こ
と
か
ら
、
存
続
す
る
法
人
は

結
合
の
当
事
者
の
す
べ
て
の
会
計
情
報
を
知
り
う

る
。

事
業
譲
渡
等

◦�

結
合
の
当
事
者
は
社
会
福
祉
法
人
に
限
ら
れ
な

い
。

◦�

法
人
外
流
出
に
該
当
し
な
い
と
判
断
さ
れ
る
た
め

に
は
、
合
理
的
な
説
明
が
必
要
で
あ
る
。

（
事
業
譲
渡
等
の
う
ち
）
事
業
譲
受
け

◦�

支
払
対
価
は
、
対
象
事
業
の
不
動
産
の
時
価
と
移

転
す
る
他
の
資
産
お
よ
び
負
債
を
も
と
に
、
事
業

計
画
（
将
来
の
損
益
予
測
や
設
備
投
資
）
を
加
味

し
て
、
合
理
的
な
価
格
に
決
定
さ
れ
る
も
の
と
す

る
。
従
っ
て
、
支
払
対
価
と
対
象
事
業
の
時
価
ベ

ー
ス
の
純
額
（
※
１
）
に
は
差
額
が
生
じ
る
こ
と

が
あ
る
。

◦�

包
括
承
継
で
は
な
い
た
め
、
存
続
す
る
法
人
は
結

合
当
事
者
の
す
べ
て
の
会
計
情
報
を
知
り
う
る
と

は
限
ら
な
い
。

そ
の
他

◦�
時
価
：
時
価
と
は
公
正
な
評
価
額
を
言
い
、
所
与

と
し
て
扱
う
。
算
定
は
一
般
的
な
評
価
方
法
（
※

２
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

◦�

補
助
金
等
：
施
設
整
備
の
補
助
金
に
つ
い
て
は
、

一
定
の
条
件
（
合
併
、
10
年
以
上
の
使
用
実
績
に

基
づ
く
無
償
の
譲
渡
等
）
に
該
当
す
る
場
合
を
除

い
て
、
精
算
が
必
要
で
あ
る
。

◦�

所
轄
庁
の
関
与
：
所
轄
庁
が
①
合
併
認
可
や
事
業

譲
渡
等
に
伴
う
定
款
変
更
に
お
い
て
法
人
外
流
出

を
確
認
で
き
る
こ
と
、
②
法
人
指
導
監
査
で
監
査

項
目
を
明
瞭
に
し
て
確
認
で
き
る
こ
と
、
の
２
点

を
達
成
す
る
た
め
、
確
認
し
や
す
い
会
計
処
理
と

表
示
が
望
ま
し
い
。

と
な
っ
て
い
る
。

※1…�対象事業の全資産（不動産、その他の資産）の時価と負債の時価の差額を、対象事業の時価ベースの純額とする
※2…（参考）評価技法のアプローチには、例えばネットアセット・アプローチ、インカム・アプローチ等がある
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二国間の経済連携の強化

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン

・ベトナム）

専門的・技術的分野の
外国人の受入れ

在留資格「介護」
（H29.9／1～）

本国への技能移転

技能実習
（H29.11／1～）

制度
趣旨

受入れ
の流れ

【
特
定
活
動 （
Ｅ
Ｐ
Ａ
）】

【
技
能
実
習
】

実習実施者（介護施設等）の
下で実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験
を受検

受検（入国１年後）

受検（入国３年後）

帰国

本国での技能等の活用

受検（入国５年後）

〈就学コース〉 〈就労コース〉

介護福祉士国家試験

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

介護福祉士
養成施設
（２年以上）

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

（注3）

（注1）

 （フィリピン、ベトナム）

【
介
護
】

【
留
学
】

外国人留学生
として入国

技能実習生等
として入国

〈養成施設ルート〉〈実務経験ルート〉

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

介護福祉士
養成施設
（２年以上）

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

（注2）

※法務省令を改正予定

（注1）

●家族（配偶者・子）の帯同が可能
●在留期間更新の回数制限なし

介護福祉士国家試験

○地域生活課題や福祉サービスの提供のための課題に対し、社会福祉法人等の連携により対応する選択肢の１つとして制度化。
○具体的な業務として、「地域共生社会の実現に資する業務の実施に向けた種別を超えた連携支援」、「災害対応に係る連携体制の整

備」、「福祉人材不足への対応」、「設備の共同購入等の社会福祉事業の経営に関する支援」などが想定される。

（例）社員（施設）による職員の人材育成や採用活動の
　　共同実施

大学などの福祉従事者
養成施設

地域生活課題
（ひきこもり、8050問題等・・・。）

社会福祉連携推進法人

社会福祉連携推進法人

社員の職員の
リクルート

B障害者支援
施設

共同研修の実施

A特別養護
老人ホーム

社会福祉法人
特別養護老人ホーム、

デイケア

地域における公益的な取組の実施

社会福祉法人
障害者就労
支援事業

NPO 
（ひきこもり　

　　 支援等）
社会福祉法人

保育所

自治体・
相談支援機関

C保育所

※社員である法人の
職員募集の連携法
人への委託が、一定
の要件のもと、特例
的に連携法人によ
る届出で実施可能。

地域住民のニーズ
や課題の共有、個
別支援時の連携

各施設への相談、居場所提供

地域生活課題に応じた
法人間、施設間の連絡、調整

事業の譲受け 事業の譲渡

事業譲渡等新設合併 吸収合併

A法人
A法人 B法人 A法人 B法人

C法人

A法人 B法人

A法人

B法人

B法人

C事業

B法人
A法人

C事業

被結合組織被結合組織

組織再編（合併、事業譲渡等）が行われると複数の組織が１つとなる場合が
あり、このような場合を「結合」と表現する。

結合組織

結合組織

組織再編における「結合」図１

※３…企業会計では、複数の組織が結合する場合（合
併、事業譲渡等）、経済的実態が「取得」か「持
分の結合」かにより会計処理も異なっていた。
平成 20 年 12 月改正により、企業結合について
は「取得」であるものとして整理された。

※４…「支配」とは、サービス提供を継続するために、
事業の財務および経営方針を左右する能力を有
していることをいう。

結合の経済的実態 ※３

結合の当事者が、
いずれの組織も事
業の支配（※４）
を獲得したと認め
られないこと。

統合

ある法人が、他の
法人を構成する事
業の支配を獲得す
ること。

取得

定義結合の手法 

「統合」と判
断する

持分がないため
対価が支払われ
ることはなく、
結合当事者の一
方が他方の事業
の支配を獲得す
ることが想定さ
れないため。

合併

原則として
「取得」と判
断する

事業の価値に見
合った対価の受
け払いがある場
合、譲受法人が
対価の支払いに
よって事業に対
する支配を獲得
したと認められ
るため。

事業譲受け

判定基準 理由
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